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第６回広見町・日吉村合併協議会 
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参考資料一覧 
 
（新規協議） 

 

１ 協議第 61 号 一般職の職員の身分の取扱いについて       P １ 
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目 一般職の職員の身分の取扱い 関 係 項 目  

事務・事業・制度名等  担 当 部 会 名 等 総務部会 

調整方針確認日 

基 本 調 整 方 針 

広見町及び日吉村の一般職の職員は、市町村の合併の特例に関する法律第９条により、すべて新町の職員として引き継ぐものとする。 

１ 職員数については、新町において定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に努めるものとする。 

２ 職名については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から合併時に調整し統一を図る。 

３ 職階については、合併時に職名とともに級分類を調整し統一を図る。 

４ 職員の給与については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から類似団体及び地域の実情等を考慮の上、合併後速やかに調整する。 

平成  年  月  日 

留意事項 根拠法令 先進事例 

市町村の合併により消滅する合併関係市

町村に現に在職する一般の職員（合併関係

市町村職員）は、当該町村の法人格が消滅

してしまうため、法律的には失職してしま

うことになります。 

このような不合理を避けるため、合併特

例法第９条第１項において、合併関係市町

村は合併の際、その職員が引き続き合併市

町村の職員としての身分を保有するように

措置しなければならないとされています。 

そのため、職員の身分の引継ぎは、合併

関係市町村における協議によるとされてい

るため、合併協議会において協議する必要

があります。 

その協議により、消滅する合併関係市町

村の職員が直ちに合併市町村の職員となる

ものではなく、合併期日において、改めて

「身分を保有する措置」として任命行為を

行う必要があり、合併市町村の長の職務執

行者などの任命権者が辞令交付を行う必要

があります。 

また、同条第２項において、合併市町村

は、職員の任免、給与その他の身分取扱い

に関しては、職員のすべてに通じて公正に

処理しなければならないとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方公務員法 

 （一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員） 

第３条 地方公務員の職は、一般職と特別職とに分ける。 

２ 一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。 

３ 特別職は、左に掲げる職とする。 

(1) 就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙、議決若しくは同

意によることを必要とする職 

(1)の２ 地方開発事業団の理事長、理事及び監事の職 

(1)の３ 地方公営企業の管理者及び企業団の企業長の職 

(2) 法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の

定める規程により設けられた委員及び委員会（審議会その他これに準

ずるものを含む。）の構成員の職で臨時又は非常勤のもの 

(3) 臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準

ずる者の職 

(4) 地方公共団体の長、議会の議長その他地方公共団体の機関の長の秘

書の職で条例で指定するもの 

(5) 非常勤の消防団員及び水防団員の職 

     

（分限及び懲戒の基準） 

第２７条 すべて職員の分限及び懲戒については、公正でなければならな

い。 

２ 職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、その意に反して、

降任され、若しくは免職されず、この法律又は条例で定める事由による場

合でなければ、その意に反して、休職されず、又、条例で定める事由によ

る場合でなければ、その意に反して降給されることがない。 

３ 職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、懲戒処分を受け

ることがない。 

 

（降任、免職、休職等） 

第２８条 職員が、左の各号の一に該当する場合においては、その意に反し

て、これを降任し、又は免職することができる。 

(1) 勤務実績が良くない場合 

(2) 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない

場合 

(3) 前２号に規定する場合の外、その職に必要な適格性を欠く場合 

○さぬき市(H14.4.1 合併) 

１ 津田町、大川町、志度町、寒川町及び長尾町の一般職の職員は、すべて

新市の職員として引き継ぐものとする。 

２ 職員の定数の合計については、現行定数を確保するものとし、市長の事

務部局や教育委員会の事務部局、議会の事務部局の職員など各区分毎の定

数の割り振りについては、合併時に調整する。なお、合併後は、職員の定

員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に努めるものとする。 

３ 職員の職名については、合併時に調整する。 

４ 現職員については、現給を保障する。 

 

○あさぎり町（H15.4.1 合併） 

１ 一般職の職員は、市町村の合併の特例に関する法律第９条により、すべ

て新町の職員として引き継ぐものとする。 

  職員数については、新町において定員適正化計画を策定し、定員管理の

適正化に努めるものとする。 

２ 職員の職の設置並びに職名については、人事管理及び職員の処遇の観点

から、合併時に統一する。 

３ 職員の給与については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から調整し、

統一を図る。 

 

○東かがわ市（H15.4.1 合併） 

現に引田町、白鳥町及び大内町の一般職の職員である者は、すべて新市の

職員として引き継ぐものとする。 

具体的な調整内容 

１ 職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、適正化に努

めるものとする。 

２ 職名については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から合併時に

調整し、統一を図る。 

３ 職階については、合併時に職名と共に級分類を調整し統一を図る。 

４ 職員の給与については、適正化の観点から統一を図る。現職員について

は、現給を保障し、合併後速やかに給料の格差是正を行う。 
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協  議  項  目 一般職の職員の身分の取扱い 関 係 項 目  

留意事項 根拠法令 先進事例 

 (4) 職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じ

た場合 

２ 職員が、左の各号の一に該当する場合においては、その意に反してこれ

を休職することができる。 

(1) 心身の故障のため、長期の休養を要する場合 

(2) 刑事事件に関し起訴された場合 

３ 職員の意に反する降任、免職、休職及び降給の手続及び効果は、法律に

特別の定がある場合を除く外、条例で定めなければならない。 

４ 職員は、第１６条各号（第３号を除く。）の一に該当するに至つたとき

は、条例に特別の定がある場合を除く外、その職を失う。 

 

市町村の合併の特例に関する法律 

 （職員の身分取扱い） 

第９条 合併関係市町村は、その協議により、市町村の合併の際現にその職

に在る合併関係市町村の一般職の職員が引き続き合併市町村の職員とし

ての身分を保有するように措置しなければならない。 

２ 合併市町村は、職員の任免、給与その他の身分取扱いに関しては、職員

のすべてに通じて公正に処理しなければならない。 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

 （吏員その他の職員） 

第１７２条 前１１条に定める者を除く外、普通地方公共団体に吏員その他

の職員を置く。 

２ 前項の職員は、普通地方公共団体の長がこれを任免する。 

３ 第１項の職員の定数は、条例でこれを定める。但し、臨時又は非常勤の

職については、この限りでない。 

４ 第１項の職員に関する任用、職階制、給与、勤務時間その他の勤務条件、

分限及び懲戒、服務、研修及び勤務成績の評定、福祉及び利益の保護その

他身分取扱に関しては、この法律に定めるものを除く外、地方公務員法の

定めるところによる。 

 （吏員の種類） 

第１７３条 前条第１項の吏員は、事務吏員及び技術吏員とする。 

２ 事務吏員は、上司の命を受け、事務を掌る。 

３ 技術吏員は、上司の命を受け、技術を掌る。 

○東宇和・三瓶町合併協議会 

明浜町、宇和町、野村町、城川町及び三瓶町の一般職の職員は、すべて新

市の職員として引き継ぐものとする。 

具体的内容調整 

１ 職員数については、合併後定員適正化計画を策定し、適正化に努めるも

のとする。 

２ 職名については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から合併時に

調整し、統一を図る。 

３ 職階については、合併時に職名とともに級分類を調整し、統一を図る。

４ 職員の給与については、適正化の観点からその基準を統一する。現職員

については、現給を保障し、合併後５年を目途に給料の格差是正を行うも

のとする。 

 

○南宇和合併協議会（H16.10.1 合併予定） 

現に５町村の職員であるものは、すべて新町の職員として引き継ぐものと

する。 

具体的な内容調整 

１ 職員数については、新町において定員適正化計画を策定し、適正化に努

めるものとする。 

２ 職名等については、人事管理等及び職員の処遇の適正化の観点から、合

併時に調整し、統一を図る。 

３ 職階については、合併時に職名とともに級分類を調整し統合を図る。 

４ 職員の給与については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から統一を

図る。現職員については、現給を保障し、合併後速やかに給料の格差是正

を行う。 
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協  議  項  目 一般職の職員の身分の取扱い 関 係 項 目  

現      況（定員適正化計画実績）４月１日現在 
具 体 項 目 

広見町 日吉村 
具体的な調整内容 

部門 区 分 １４年 １５年 １４年 １５年 

減 員 ６ ５ １ ２ 

増 員 １    

差引増減職員数 △５ △５ △１ △２ 
一般行政 

職 員 数 １３４ １２９ ４１ ３９ 

減 員     

増 員  １   

差引増減職員数 ０ １ ０ ０ 

特別行政 

(教育長除

く。) 
職 員 数 １８ １９ ５ ５ 

減 員  １   

増 員    １ 

差引増減職員数 ０ △１ ０ １ 
公営企業等 

職 員 数 ２２ ２１ １５ １６ 

減 員     

増 員     

差引増減職員数     
派遣職員 

職 員 数     

減 員 ６ ６ １ ２ 

増 員 １ １  １ 

差引増減職員数 △５ △５ △１ △１ 

全職員計 

(派遣職員除

く。) 
職 員 数 １７４ １６９ ６１ ６０ 

 

計画期間 平成１５年度～平成１６年度 平成１３年度～平成１７年度
適正化計画 

計画減員数 ５人 ２人 

定員モデル定数（一般行政） １３７人 ４２人 

 

職員数については、新町において定員適正化計画を策定し、定員管

理の適正化に努めるものとする。 

 

協  議  項  目 一般職の職員の身分の取扱い 関 係 項 目  

現      況（職員数）平成１５年４月１日現在（定員管理調査） 
具 体 項 目 

広見町 日吉村 合計 
具体的な調整内容 

区 分 条例定数 実職員数 条例定数 実職員数 条例定数 実職員数 

町 長 部 局 １７５ １４０ ６５ ５４ ２４０ １９４ 

議 会 ２ ２ １ １ ３ ３ 

教 育 委 員 会 ２８ １９ １５ ５ ４３ ２４ 

農 業 委 員 会 ２ ２ ２  ４ ２ 

公 営 企 業 ７ ６   ７ ６ 

選 挙 管 理 委 員 会 １ (1) １ (1) ２ (2) 

監 査 委 員 １ (1) １ (1) ２ (2) 

条
例
定
数
と
実
職
員
数 

合 計 ２１６ １６９ ８５ ６０ ３０１ ２２９ 

職員数については、新町において定員適正化計画を策定

し、定員管理の適正化に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

（派遣職員（広見町７人、日吉村１人）、教育長除く。）
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協  議  項  目 一般職の職員の身分の取扱い 関 係 項 目  

現      況（定年退職予定者の状況）平成１６年４月１日現在 
具体項目 

広見町 日吉村 

平成年度末 年齢 行 政 単 労 保育士 医 療 計 行 政 単 労 保育士 医 療 計 

合計 具体的な調整内容 

１６年度末 ５９ ２ １  ３  ０ ３
１７年度末 ５８ ４   ４  １ １ ５
１８年度末 ５７ ３ １  ４ ４ １ ５ ９
１９年度末 ５６ ２   ２ ２ １ ３ ５
２０年度末 ５５ ４  ３ ２ ９ １ １ １０
２１年度末 ５４ ５ １ ２ １ ９ ２ ２ １１
２２年度末 ５３ ２  １ ３ ６  １ １ ７
２３年度末 ５２ ２  ５ １ ８ １ １ ９
２４年度末 ５１ ５  １ １ ７ １ １ ８
２５年度末 ５０ １  １ １ ３ ２ １ ３ ６
２６年度末 ４９ ６  ２ ８ １ １ ２ ４ １２
２７年度末 ４８ ４ １ ３ ８ １ １ ９
２８年度末 ４７ ２  ５ ７ ２ ２ ９
２９年度末 ４６ ２  １ ３ ２ １ ３ ６
３０年度末 ４５ ３  ２ １ ６  １ １ ２ ８
３１年度末 ４４ ３   ３ １ １ ２ ５
３２年度末 ４３ １ １ ２ ４  １ １ ５
３３年度末 ４２ ２   ２  １ １ ３
３４年度末 ４１ ３  １ ４  ０ ４
３５年度末 ４０ ７   ７ ２ ２ ９
３６年度末 ３９ ３   ３  １ １ ２ ５
３７年度末 ３８ ３  １ ４ １ １ １ ３ ７
３８年度末 ３７ １ １  ２ ２ １ ３ ５
３９年度末 ３６ ３ １  ４  ０ ４
４０年度末 ３５ ７  １ １ ９ ２ １ ３ １２
４１年度末 ３４ ３  １ ４  １ １ ５
４２年度末 ３３ ３   ３  １ １ ４
４３年度末 ３２ ６  １ ２ ９ １ １ １０
４４年度末 ３１ ３   ３  ０ ３
４５年度末 ３０ １  １ ２ ３ ３ ５
４６年度末 ２９ ２  １ ３ ３ ３ ６
４７年度末 ２８ ２  １ ３ １ １ ４
４８年度末 ２７ ２   ２ １ １ ３
４９年度末 ２６ ４  １ ５  １ １ ６
５０年度末 ２５ ２   ２  ０ ２
５１年度末 ２４ １   １ １ １ ２
５２年度末 ２３ ２  １ ３  ０ ３
５３年度末 ２２    ０  ０ ０
５４年度末 ２１ ２   ２  １ １ ３
５５年度末 ２０   １ １  ０ １
５６年度末 １９    ０  ０ ０
５７年度末 １８    ０  ０ ０
合  計 １１３ ７ ３９ １３ １７２ ３７ ６ ６ １２ ６１ ２３３

職員数については、新町において定員適正化計画を策定し、定員管理の適

正化に努めるものとする。 
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協  議  項  目 一般職の職員の身分の取扱い 関 係 項 目  

現      況（職名 行政職給料表１） 
具 体 項 目 

広見町 日吉村 
具体的な調整内容 

１ 級 主事補、技師補、保育士 主事補、保育士 

２ 級 主事、技師、保育士 主事、保育士 

３ 級 主査、保育士 主査、保育士 

４ 級 係長、主任、連絡所長、主任保育士、保育士 係長、主任、保育士 

５ 級 係長、専門員、連絡所長、主任保育士、専門保育士 
専門員、係長、保育士、主任保育士、園長、課長補佐、出納室

長補佐 

６ 級 
課長補佐、上級専門員、次長、診療所事務長、連絡所長、保育

所長、係長、主任保育士、上級保育士、給食センター所長 

課長補佐、課長、主幹、事務長、事務局長、支配人、園長、上

級専門員、出納室長、主任保育士、上級保育士 

７ 級 課長、局長、室長、主幹 課長、主幹、事務長、事務局長、支配人、出納室長 

８ 級 総務課長  

職名については、人事管理及び職員の処遇の

適正化の観点から合併時に調整し統一を図る。

職階については、合併時に職名とともに級分

類を調整し統一を図る。 

 

現      況（職名 行政職給料表２） 
具 体 項 目 

広見町 日吉村 
具体的な調整内容 

１ 級 技能員補 用務員、業務員、オペレーター、調理員 

２ 級 技能員 技術員、技能員 

３ 級 技能員 技術員、技能員 

４ 級 主任技能員 係長 

５ 級 上級技能員  

６ 級 技能長  

職名については、人事管理及び職員の処遇の

適正化の観点から合併時に調整し統一を図る。

職階については、合併時に職名とともに級分

類を調整し統一を図る。 

 

現      況（職名 医療職給料表１） 
具 体 項 目 

広見町 日吉村 
具体的な調整内容 

１ 級 診療所長 医師、歯科医師 

２ 級  医師、歯科医師 

３ 級  診療所長 

４ 級  診療所長 

職名については、人事管理及び職員の処遇の

適正化の観点から合併時に調整し統一を図る。

職階については、合併時に職名とともに級分

類を調整し統一を図る。 

 

現      況（職名 医療職給料表２） 
具 体 項 目 

広見町 日吉村 
具体的な調整内容 

１ 級  栄養士 

２ 級  栄養士 

３ 級  主任栄養士 

４ 級  主任栄養士 

職名については、人事管理及び職員の処遇の

適正化の観点から合併時に調整し統一を図る。

職階については、合併時に職名とともに級分

類を調整し統一を図る。 
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協  議  項  目 一般職の職員の身分の取扱い 関 係 項 目  

現      況（職名 医療職給料表３） 
具 体 項 目 

広見町 日吉村 
具体的な調整内容 

１ 級 准看護師 准看護師 

２ 級 准看護師、保健師補、 看護師、保健師、准看護師 

３ 級 看護師、保健師 主任看護師、主任保健師、看護師、保健師、准看護師 

４ 級 看護師、保健師、主任保健師 看護師長、主任看護師、主任保健師 

５ 級 
看護師長、保健師長、獣医師、上級保健師、主任保健師 

上級看護師 
 

６ 級 総看護師長、総保健師長、家畜診療所長  

職名については、人事管理及び職員の処遇の

適正化の観点から合併時に調整し統一を図る。

職階については、合併時に職名とともに級分

類を調整し統一を図る。 

 

協  議  項  目 一般職の職員の身分の取扱い 関 係 項 目  

現      況 
具 体 項 目 

広見町 日吉村 
具体的な調整内容 

平均給料月額 ３２３，５２９円 ３１８，４００円 

平均給与月額 ３６３，１０８円 ３５４，４６２円 一般行政職 

平均年齢 ４１．１歳 ４３．０歳 

平均給料月額 ３１７，３３７円 ２５１，３００円 

平均給与月額 ３３７，４８２円 ２６７，６００円 

職員給与等の状況 

（H15.4.1 現在） 

技能労務職 

平均年齢 ４８．７歳 ４５．０歳 

大学卒 １級７号 １６０，２００円 ２級２号 １７０，７００円 
一般行政職 

高校卒 １級３号 １３８，８００円 １級３号 １３８，８００円 

高校卒 １級６号 １３６，０００円 １級７号 １４０，７００円 
初任給 

（H16.4.1 現在） 
技能労務職 

中学卒 １級４号 １２８，１００円 
１級３号 １２４，３００円（労務） 

１級４号 １２８，１００円（技能） 

６月 １．４０月（１．１５月） １．４０月 
期末手当 

１２月 １．６０月（１．３５月） １．６０月 

６月 ０．７０月 ０．７０月 
勤勉手当 

１２月 ０．７０月 ０．７０月 

期末勤勉手当 

(H16.4.1 現在)  

合  計  ４．４０月（３．９０月） ４．４０月 

９４．２ ８８．４ ラスパイレス指数（一般行政職） 

(H15.4.1 現在) 全国町村平均  ９５．７    全国市平均  １００．７ 

ラスパイレス指数とは、地方公務員と国家公務員の給与水準を、国家公務員の職員構成を基準として、職種ごとに学歴別、経験年数別に平均給与月

額を比較し、国家公務員の給与を１００とした場合の地方公務員の給与水準を指数で示したものです。 

ラスパイレス指数は、当該団体の給与制度・運用の実態を示す指標ともいうべきものであり、その算出の過程を精査することにより、学歴別、経験

年数別の国家公務員との給与格差を把握することができ、そして、それぞれの給与格差が生じてきた原因を分析することを通じて給与制度・運用上の

問題点を把握することができます。 

職員の給与については、職員の処遇及び給与

の適正化の観点から類似団体及び地域の実情

等を考慮の上、合併後速やかに調整する。 

 

 


